
外国人技能実習生共同受入事業規約

みらい人財国際事業協同組合

（目的）

第1条 この規約は、外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律（以下、

「法」という。）並びに外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律施行規

則（以下「規則」という。）、 出入国管理及び難民認定法の定めるところにより、 本組合が監理団

体となって定款第7条第3号に掲げる事業（以下「外国人技能実習生共同受入事業」という。）の

実施に必要な諸手続、 方法その他の事項について定め、もって外国人技能実習生共同受入事業の

適正な運営及び技能実習生の保護を因ることを目的とする。

（委員会の設置）

第2条 本組合に外国人技能実習生共同受入事業の円滑な運営を図るため委員会を設置する。

2 委員会の組織及び運営に関する事項は別に定める。

（技能実習の監理）

第3条 監理団体である本組合は、 法及び規則に定めるところにより、組合員と技能実習生等（技

能実習生又は技能実習生になろうとする者）との間における雇用関係の成立のあっせん及び組合

員に対する技能実習の実施に関する監理を行う。

（送出機関の選定）

第4条 本組合は、外国人技能実習生共同受入事業に係る送出機関について理事会で定める。

（実習実施者の選定等）

第5条 外国人技能実習生共同受入事業において、 本組合は、組合員が法及び規則に規定する実習

実施者としての条件を満たしたときは、 技能実習生を受け入れる。

2 既に技能実習生を受け入れている組合員が技能実習計画の認定取消しを受けたとき、又は技能

実習の継続が困難になったときは、本組合は速やかに技能実習生の意向を確認し、 技能実習生が

技能実習の継続を希望している場合は、 その旨を本組合の主たる事務所を管轄する外国人技能実

習機構（以下、 「機構」という。） に申し出るとともに、 関係機関等の協力、 指導等を受けて、 新

たな実習実施者を探さなければならない。

（技能実習生受入れの申込み）

第6条 組合員は、 技能実習生の受入れを希望するときは、本組合所定の技能実習生受入申込書に

必要な書類を添えて、 本組合に申し込まなければならない。

2 前項の技能実習生受入申込書の様式及び必要な添付書類は、別に定める。
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（組合員に対する監査・調査等）

第17条 本組合は、 実習実施者である組合員に対し、 法及び規則に定められた頻度・方法により、

技能実習の監査を実施し、 その結果を機構へ報告する。

2 本組合は、組合員が技能実習認定の取消し事由のいずれかに該当する疑いがあると認めた場合

には、 直ちに臨時の監査を実施する。

3 前2項の監査について、 その実施方法及び手順等に関する事項は別に定める。

4 本組合は、 第1号技能実習を行う組合員に対し、 監理責任者の指揮の下に、 1か月に1回以上

技能実習の実施状況を実地に確認し、 必要な指導を行う。

5 本組合は、技能実習の実施状況を調査するために必要があると認めるときは、組合員から必要

事項について口頭又は文書で報告を聴取し、事業所へ立ち入り調査し、技能実習生を含む関係者

に質問し、 及び技能実習に係る帳簿書類その他の物件を調査することができる。

6 本組合は、前項の調査等により組合員の行う技能実習が法及び規則に違反し、又は技能実習計

画と異なることが明らかになったときには、 組合員に対し、法及び規則、 並びに技能実習計画に

従って技能実習を実施するよう改善を命ずる。

7 組合員は、正当な理由がなく、 本組合が行う第1項及び第2項の規定に基づいて行う監査、第

4項の規定に基づいて行う訪問指導及び第5項の規定に基づいて行う調査等を拒み、妨げ、又は

忌避してはならない。

8 本組合は、 組合員が第6項の命令に従わないとき、 又は前項にあたる事実があるときは、当該

組合員の技能実習を終了させ、当該組合員の下で技能実習を行う技能実習生につき、新たな実習

実施者を探すものとする。 また、 そのために要した費用は当該組合員が負担する。

（機構への報告）

第18条 本組合は、 第16条の報告を受けたとき、前条1項及び第2項の規定により監査を行ったと

き、煎条6項の規定により改善を命じたとき、 前条7項に規定する事態となったとき、その他必

要があると認めるときは、 速やかに機構に報告しなければならない。

（関係法令の遵守）

第19条 本組合及び組合員は、 法及び規則、 出入国管理及び難民認定法、 労働基準法、 労働安全衛

生法、職業安定法等関係法令並びに本規約を遵守するとともに、監理団体及び実習実施者として

責任をもって技能実習の適正な実施に努めなければならない。

（その他）

第20条 この規約に定めのない事項であって、 緊急かつ必要な事項は理事会で決定する。

附 則

この規約は、 当組合設立の日から施行する。
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